
令和６年度
介護保険報酬改定説明会

令和６年３月２１日

大田区介護保険課

通所介護・地域密着型通所介護



通所介護
１ 業務継続計画（BCP)未策定減算について

２ 高齢者虐待防止の推進、身体的拘束等の適正化の推進

３ 認知症加算について

４ リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画書の見直しについて

５ 処遇改善加算について

６ 入浴介助加算について

７ 科学的介護推進体制加算の見直しについて

８ アウトカム評価充実のためのADL維持等加算の見直しについて

９ テレワークの取扱いについて（資料無し）

10 外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直しについて

11 個別機能訓練加算の人員配置要件の緩和及び評価の見直しについて

12 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者へのサービス提供

加算の対象地域の明確化について

13 送迎に係る取扱いの明確化について



療養通所介護
14 療養通所介護における医療ニーズを有する中重度者の短期利用の促進

15 療養通所介護における重度者への安定的なサービス提供体制の評価

16 基本報酬の見直し



業務継続計画（BCP）
未策定減算について

感染症や災害が発生した場合で
あっても、必要な介護サービスを継
続的に提供できる体制を構築するた
め、業務継続に向けた計画の策定の
徹底を求める観点から、感染症若し
くは災害のいずれか又は両方の業務
継続計画が未策定の場合、基本報酬
を減算する。

通所介護

令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びまん延防止た
めの指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っ
ている場合には、減算を適用しない。

R6.1.22 厚生労働省介護給付費分科会資料より

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービ
ス提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の
業務再開を図るための計画を策定すること。
・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること。

以下の基準を満たしていない場合に減算



高齢者虐待防止の推進、
身体的拘束等の適正化の推進

 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ
ビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催しその
結果について従業者に周知徹底する。

 虐待の防止のための指針を整備する。

 従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に
実施する。

 適切に実施するための担当者を置く。

〇高齢者虐待防止措置未実施減算を新設

▶ 所定単位数の 100分の１減算

〇身体的拘束等の適正化

利用者又は他の利用者等の生命又は身
体を保護するため緊急やむを得ない場合
を除き、身体的拘束等を行ってはならな
い。

高齢者虐待防止措置未実施減算

以下の措置が講じられていない場合には減算

身体的拘束等の適正化

 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す
るため緊急やむを得ず身体拘束を行う場合、その
態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由を記録しなければならな
い。

通所介護



認知症加算
 算定要件

〇指定居宅サービス等基準第93条第1項第2号又は第3号・指定地域密

着型サービス基準第20条第1項第2号又は第3号に規定する員数に加え、看
護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保していること。（変更な
し）

〇指定通所介護事業所・指定地域密型における前年度又は算定日が属す
る月の前３月間の利用者の総数のうち、日常生活に支障を来す恐れのある
症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者の占める
割合が100分の15以上（変更前100分の20以上）であること。

〇指定通所介護・指定地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて、専ら
当該指定通所介護・指定地域密着型通所介護の提供にあたる認知症介護の
指導に係る専門的な研修、認知症介護に係る専門的な研修又は認知症介護
に係る実践的な研修等を終了したものを１名以上配置していること。

〇当該事業所の従業者に対する認知症ケアに関する事例の検討や技術的
指導に係る会議を定期的に開催していること。（新規追加）

認知症加算

▶ 60単位／日 （変更なし）

・事業所全体で認知症利用者に対応する観
点から、従業者に対する認知症ケアに関す
る個別事例の検討や技術的指導に係る会議
等を定期的に開催することを求める。

・利用者に占める認知症の方の割合に係る
要件の緩和

通所介護



リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る
一体的計画書の見直し

リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄
養の一体的取組を推進する観点から、リハビ
リテーション・個別訓練、口腔管理、栄養管
理に係る一体的計画書の見直し。

見直し点

▶ 記載項目を整理

▶ LIFE提出項目を踏まえた様式に変更

通所介護



処遇改善加算について ①

現行の、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算

を一本化し、新たに４段階の介護職員等処遇改善加算とする。

この改定は令和６年６月１日施行とし、令和６年４月、５月は現行と同じ処遇改善加算を算定する。

〇新加算については、職種に着目した配分ルールは設けず、事業所内で柔軟な配分を認める。

〇新加算のいずれの区分を取得している事業所においても、新加算Ⅳの加算額の1/2以上を月額賃金

の改善に充てることを要件とする。

これまでベースアップ等支援加算を取得していない事業所が、一本化後の新加算を取得する場合は、収入として新
たに増加するベースアップ等支援加算相当分については、その2/3以上を月額賃金の改善として新たに配分することを
求める。

訪問介護



処遇改善加
算について
②



処遇改善加算について ③

新加算等の申請等に係る
提出物の提出期限一覧

サービス種類ごと
の加算率一覧



入浴介助加算

 入浴介助加算（Ⅰ）

ア 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。

イ 入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。

 入浴介助加算（Ⅱ）

ア、イの算定要件に加えて

・医師等（※）が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価してい

ること。この際当該居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい環

境にある場合には、訪問した医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸

与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。ただし、医師等による利用者の居宅へ

の訪問が困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活

用して把握した浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価・助言を

行っても差し支えないものとする。

・当該事業所の機能訓練指導員等が共同して、医師等と連携の下で、利用者の身体の状況、訪問により

把握した居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。ただし、個別の入浴計画に相

当する内容を通所介護計画に記載することをもって個別の入浴計画の作成に代えることができる。

・上記の入浴計画に基づき、個別の入浴又は利用者の居宅の状況に近い環境（利用者の居宅の浴室の手

すりの位置や使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業所の浴室に福祉用具等を設置するこ

とにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現しているものをいう。）で、入浴介助を行うこと。

通所介護等における入浴介助加算について、
入浴介助技術の向上や利用者の居宅における
自立した入浴の取り組みを促進する観点で算
定要件の見直す。

単位数の変更はなし。

入浴介助加算Ⅰ

▶ 40単位／日 変更なし

入浴介助加算Ⅱ

▶ 55単位／日 変更なし

※医師等：医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる
福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者

通所介護
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科学的介護推進体制加算の見直し

算定要件

 ＬＩＦＥへのデータ提出頻度について、他のＬＩＦＥ関連加算と合わせ、
少なくとも「３月に１回」（変更前６月に１回）に見直す

 入力項目の定義の明確化や、他の加算と共通する項目の選択肢を統一化す
る。

 同一の利用者の複数の加算を算定する場合に、一定の条件下でデータ提出
のタイミングを統一できるようにする。

通所介護
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アウトカム評価の充実の
ためのＡＤＬ維持等加算

算定要件

ADL維持等加算（Ⅰ）
〇以下のイからハの要件を満たすこと。
イ 利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が10人

以上であること。
ロ 利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目
（６月目にサービス利用がない場合はサービスのあった最終月）において、
Barthel Indexを適切に評価できる者がADL値を測定し、測定した日が属する
月ごとに厚生労働省に提出していること。

ハ 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したADL値から利用開始月に
測定したADL値を控除し、初月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を加
えて得た値（調整済ADL利得）について、利用者等から調整済ADL利得の上位
及び下位１割の者を除いた者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者等の調
整済ADL利得を平均して得た値が１以上であること。

ADL等維持加算（Ⅱ）
〇ADL維持等加算（Ⅰ）のイ、ロの要件を満たすこと。
〇評価対象利用者等の調整済みADL利得を平均して得た値が３以上であること。

ADL維持等加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について
〇初回の要介護認定があった月から起算して１２月以内である者の場合や他の施設
や事業所が提供するリハビリテーションを併用している利用者の場合のADL維持
等加算利得の計算方法を簡素化する。

自立支援・重度化防止に向けた取り組み
をより一層推進する観点からＡＤＬ維持
等加算（Ⅱ）におけるＡＤＬ利得の要件
について、「２以上」を「３以上」に見
直す。

また、ＡＤＬ利得の計算方法を簡素化す
る。

通所介護



外国人介護人材に係る人員配置基準上の
取扱いの見直しについて

 算定要件等

次のいずれかに該当する者については、職員等の配置の基準を
定める法令の適用について職員等とみなしても差し支えないこと
とする。

・受け入れ施設において就労を開始した日から６月を経過した

外国人介護職員

・日本語能力試験N1又はN2に合格した者

▶下線部分が今回追加された部分

外国人介護職員（※）の日本語能力やケア
の習熟度に個人差があることを踏まえ、事業
者が、外国人介護職員の日本語能力や指導の
実施状況、管理者や指導職員等の意見を勘案
し、当該外国人介護職員を人員配置基準に参
入することについて意思決定を行った場合に
は、就労開始直後から人員配置基準に参入し
て差し支えないこととする。

※外国人介護職員

EPA介護福祉士候補者及び技能実習生

通所介護

・受け入れ施設において就労を開始した日から６月を経過してい
ない外国人介護職員であって、受入れ施設（適切な研修体制及び
安全管理体制が整備されているものに限る。）に係る事業を行う
者が当該外国人介護職員の日本語の能力及び研修の実施状況並び
に当該受入れ施設の管理者、研修責任者その他の職員の意見等を
勘案し、当該外国人介護職員を職員等の 配置の基準を定める法令
の適用について職員等とみなすこととしたもの。



個別機能訓練加算の人員配置要件の緩和及び
評価の見直しについて
個別機能訓練加算について機能訓練を行う人材の有効活用を図る観点から、個別機能訓練加算（Ⅰ）ロにおいて、
現行、機能訓練指導員を通所介護等を行う時間帯を通じて１名以上配置しなければならないとしている要件を緩和す
るとともに、評価の見直しを行う。

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 現行 85単位／日 ▶ 改定後 76単位／日 ・ 個別機能訓練加算（Ⅰ）イ、（Ⅱ） ▶ 変更なし
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特別地域加算
中山間地域等の小規模事業所加算
中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の地域の明確化

R6.1.22 厚生労働省介護給付費分科会資料より
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送迎に係る取扱いの明確化について

 送迎の範囲について

利用者の送迎について、利用者の自宅と事業所間の送迎を原則とするが、
運営上支障がなく、利用者の居住実態（例えば、近隣の親戚の家）がある
場合に限り、当該場所への送迎を可能とする。

 他事業所利用者との同乗について

介護サービス事業所において、他事業所の従業員が自事業所と雇用契約
を結び、自事業所の従業員として送迎を行う場合や、委託契約において送
迎業務を委託している場合（共同での委託を含む）には、責任の所在等を
明確にした上で、他事業所の利用者との同乗を可能とする。

 障害福祉サービス利用者との同乗について

障害福祉サービス事業所が介護サービス事業所と雇用契約や委託契約
（共同での委託を含む）を結んだ場合においても、責任の所在等を明確に
した上で、障害福祉サービス事業所の利用者も同乗することを可能とする。

※なお、この場合の障害福祉サービス事業所とは、同一敷地内事業所や
併設・隣接事業所など利用者の利便性を損なわない範囲内の事業所とする。

通所系サービスにおける送迎について、利便
性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する
観点から、送迎先について利用者の居住実態の
ある場所を含めるとともに、他の介護事業所や
障害福祉サービス事業所の利用者との同乗を可
能とする。

通所介護



療養通所介護における医療ニーズを有する
中重度者の短期利用の促進

 短期利用療養通所介護費を算定すべき

指定療養通所介護の基準療養通所介護の利用者は医療ニーズを
有する中重度者であり、包括報酬におい
て新たに利用する際の判断が難しい場合
があること、登録者以外の者が緊急に利
用する必要が生じる場合があることから、
中重度者が必要に応じて利用しやすくな
るよう、療養通所介護の基本報酬に短期
利用型の新たな区分を設ける。

短期利用療養通所介護費

▶ １３３５単位／日（新設）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること

イ 利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護
支援事業所の介護支援専門員が、緊急に利用することが必要を認
めた場合であること。

ハ 指定地域密着型サービス基準第40条に定める従業者の員数を
置いていること。

二 当該指定療養通所介護事業所が療養通所介護費の減算（※）
を算定していないこと。

※入浴介助を行わない場合に、所定単位数の95/100で算定
※過少サービスの場合に所定単位数の70/100で算定

療養通所介護

ロ 利用の開始に当たって、あらかじめ７日以内（利用者の日常
生活上の世話を行う家族等の疾病等やむを得ない事情がある場合
は14日以内）の利用期間を定めること。



療養通所介護における中重度者への
安定的なサービス提供体制の評価

 療養通所介護費における重度者ケア体制加算の
基準主に中重度の利用者を対象とする療養

通所介護について、介護度に関わらず一
律の包括報酬である一方、重度の利用者
を受け入れるにあたっては特に手厚い人
員体制、管理体制等が必要となることか
ら、安定的に重度の利用者へのサービス
を提供するための体制を評価する新たな
加算を設ける。

重度者ケア体制加算

▶ １５０単位／月（新設）

次のいずれにも適合すること

イ 指定地域密着型サービス基準第４０条第２項に規定する看護
師の員数に加え、看護職員を常勤換算方法で３以上確保している
こと。

ロ 指定療養通所介護事業者のうち、保健師助産師看護師法第３
７条の２第２項第５号に規定する指定研修機関において行われる
研修等（※）を修了した看護師を１以上確保していること。

ハ 指定療養通所介護事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せ
て受け、かつ、一体的に事業を実施していること。

※認定看護師教育課程、専門看護師教育課程、特定行為に係る看
護師の研修制度により厚生労働大臣が指定する指定研修機関にお
いて行われる研修

療養通所介護



通所介護 基本報酬【通常規模型】①

現行 ➡ 改定後

３時間以上
４時間未満の場合

要介護１ ３６８単位 ➡ ３７０単位

要介護２ ４２１単位 ➡ ４２３単位

要介護３ ４７７単位 ➡ ４７９単位

要介護４ ５３０単位 ➡ ５３３単位

要介護５ ５８５単位 ➡ ５８８単位

４時間以上
５時間未満の場合

要介護１ ３８６単位 ➡ ３８８単位

要介護２ ４４２単位 ➡ ４４４単位

要介護３ ５００単位 ➡ ５０２単位

要介護４ ５５７単位 ➡ ５６０単位

要介護５ ６１４単位 ➡ ６１７単位

通所介護



通所介護 基本報酬【通常規模型】②

現行 ➡ 改定後

５時間以上
６時間未満の場合

要介護１ ５６７単位 ➡ ５７０単位

要介護２ ６７０単位 ➡ ６７３単位

要介護３ ７７３単位 ➡ ７７７単位

要介護４ ８７６単位 ➡ ８８０単位

要介護５ ９７９単位 ➡ ９８４単位

６時間以上
７時間未満の場合

要介護１ ５８１単位 ➡ ５８４単位

要介護２ ６８６単位 ➡ ６８９単位

要介護３ ７９２単位 ➡ ７９６単位

要介護４ ８９７単位 ➡ ９０１単位

要介護５ １００３単位 ➡ １００８単位

通所介護



通所介護 基本報酬【通常規模型】③

現行 ➡ 改定後

7時間以上
8時間未満の場合

要介護１ ６５５単位 ➡ ６５８単位

要介護２ ７７３単位 ➡ ７７７単位

要介護３ ８９６単位 ➡ ９００単位

要介護４ １０１８単位 ➡ １０２３単位

要介護５ １１４２単位 ➡ １１４８単位

8時間以上
9時間未満の場合

要介護１ ６６６単位 ➡ ６６９単位

要介護２ ７８７単位 ➡ ７９１単位

要介護３ ９１１単位 ➡ ９１５単位

要介護４ １０３６単位 ➡ １０４１単位

要介護５ １１６２単位 ➡ １１６８単位

通所介護



通所介護 基本報酬【大規模型（Ⅰ）】①

現行 ➡ 改定後

３時間以上
４時間未満の場合

要介護１ ３５６単位 ➡ ３５８単位

要介護２ ４０７単位 ➡ ４０９単位

要介護３ ４６０単位 ➡ ４６２単位

要介護４ ５１１単位 ➡ ５１３単位

要介護５ ５６５単位 ➡ ５６８単位

４時間以上
５時間未満の場合

要介護１ ３７４単位 ➡ ３７６単位

要介護２ ４２８単位 ➡ ４３０単位

要介護３ ４８４単位 ➡ ４８６単位

要介護４ ５３８単位 ➡ ５４１単位

要介護５ ５９４単位 ➡ ５９７単位

通所介護



通所介護 基本報酬【大規模型（Ⅰ）】②

現行 ➡ 改定後

５時間以上
６時間未満の場合

要介護１ ５４１単位 ➡ ５４４単位

要介護２ ６４０単位 ➡ ６４３単位

要介護３ ７３９単位 ➡ ７４３単位

要介護４ ８３６単位 ➡ ８４０単位

要介護５ ９３５単位 ➡ ９４０単位

６時間以上
７時間未満の場合

要介護１ ５６１単位 ➡ ５６４単位

要介護２ ６６４単位 ➡ ６６７単位

要介護３ ７６６単位 ➡ ７７０単位

要介護４ ８６７単位 ➡ ８７１単位

要介護５ ９６９単位 ➡ ９７４単位

通所介護



通所介護 基本報酬【大規模型（Ⅰ）】③

現行 ➡ 改定後

7時間以上
8時間未満の場合

要介護１ ６２６単位 ➡ ６２９単位

要介護２ ７４０単位 ➡ ７４４単位

要介護３ ８５７単位 ➡ ８６１単位

要介護４ ９７５単位 ➡ ９８０単位

要介護５ １０９２単位 ➡ １０９７単位

8時間以上
9時間未満の場合

要介護１ ６４４単位 ➡ ６４７単位

要介護２ ７６１単位 ➡ ７６５単位

要介護３ ８８１単位 ➡ ８８５単位

要介護４ １００２単位 ➡ １００７単位

要介護５ １１２２単位 ➡ １１２７単位

通所介護



通所介護 基本報酬【大規模型（Ⅱ）】①

現行 ➡ 改定後

３時間以上
４時間未満の場合

要介護１ ３４３単位 ➡ ３４５単位

要介護２ ３９３単位 ➡ ３９５単位

要介護３ ４４４単位 ➡ ４４６単位

要介護４ ４９３単位 ➡ ４９５単位

要介護５ ５４６単位 ➡ ５４９単位

４時間以上
５時間未満の場合

要介護１ ３６０単位 ➡ ３６２単位

要介護２ ４１２単位 ➡ ４１４単位

要介護３ ４６６単位 ➡ ４６８単位

要介護４ ５１８単位 ➡ ５２１単位

要介護５ ５７２単位 ➡ ５７５単位

通所介護



通所介護 基本報酬【大規模型（Ⅱ）】②

現行 ➡ 改定後

５時間以上
６時間未満の場合

要介護１ ５２２単位 ➡ ５２５単位

要介護２ ６１７単位 ➡ ６２０単位

要介護３ ７１２単位 ➡ ７１５単位

要介護４ ８０８単位 ➡ ８１２単位

要介護５ ９０３単位 ➡ ９０７単位

６時間以上
７時間未満の場合

要介護１ ５４０単位 ➡ ５４３単位

要介護２ ６３８単位 ➡ ６４１単位

要介護３ ７３６単位 ➡ ７４０単位

要介護４ ８３５単位 ➡ ８３９単位

要介護５ ９３４単位 ➡ ９３９単位

通所介護



通所介護 基本報酬【大規模型（Ⅱ）】③

現行 ➡ 改定後

7時間以上
8時間未満の場合

要介護１ ６０４単位 ➡ ６０７単位

要介護２ ７１３単位 ➡ ７１６単位

要介護３ ８２６単位 ➡ ８３０単位

要介護４ ９４１単位 ➡ ９４６単位

要介護５ １０５４単位 ➡ １０５９単位

8時間以上
9時間未満の場合

要介護１ ６２０単位 ➡ ６２３単位

要介護２ ７３３単位 ➡ ７３７単位

要介護３ ８４８単位 ➡ ８５２単位

要介護４ ９６５単位 ➡ ９７０単位

要介護５ １０８１単位 ➡ １０８６単位

通所介護



地域密着型通所介護 基本報酬 ①

現行 ➡ 改定後

３時間以上
４時間未満の場合

要介護１ ４１５単位 ➡ ４１６単位

要介護２ ４７６単位 ➡ ４７８単位

要介護３ ５３８単位 ➡ ５４０単位

要介護４ ５９８単位 ➡ ６００単位

要介護５ ６６１単位 ➡ ６６３単位

４時間以上
５時間未満の場合

要介護１ ４３５単位 ➡ ４３６単位

要介護２ ４９９単位 ➡ ５０１単位

要介護３ ５６４単位 ➡ ５６６単位

要介護４ ６２７単位 ➡ ６２９単位

要介護５ ６９３単位 ➡ ６９５単位

地域密着型通所介護



地域密着型通所介護 基本報酬 ②

現行 ➡ 改定後

５時間以上
６時間未満の場合

要介護１ ６５５単位 ➡ ６５７単位

要介護２ ７７３単位 ➡ ７７６単位

要介護３ ８９３単位 ➡ ８９６単位

要介護４ １０１０単位 ➡ １０１３単位

要介護５ １１３０単位 ➡ １１３４単位

６時間以上
７時間未満の場合

要介護１ ６７６単位 ➡ ６７８単位

要介護２ ７９８単位 ➡ ８０１単位

要介護３ ９２２単位 ➡ ９２５単位

要介護４ １０４５単位 ➡ １０４９単位

要介護５ １１６８単位 ➡ １１７２単位

地域密着型通所介護



地域密着型通所介護 基本報酬 ③

現行 ➡ 改定後

7時間以上
8時間未満の場合

要介護１ ７５０単位 ➡ ７５３単位

要介護２ ８８７単位 ➡ ８９０単位

要介護３ １０２８単位 ➡ １０３２単位

要介護４ １１６８単位 ➡ １１７２単位

要介護５ １３０８単位 ➡ １３１２単位

8時間以上
9時間未満の場合

要介護１ ７８０単位 ➡ ７８３単位

要介護２ ９２２単位 ➡ ９２５単位

要介護３ １０６８単位 ➡ １０７２単位

要介護４ １２１６単位 ➡ １２２０単位

要介護５ １３６０単位 ➡ １３６５単位

地域密着型通所介護



療養通所介護 基本報酬 ④

現行 ➡ 改定後

療養通所介護費 １２６９１単位 ➡ １２７８５単位

短期利用療養通所介護費 （新設：１日につき） ➡ １３３５単位

療養通所介護


